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Ⅰ　はじめに
　地域社会研究において日本の近現代史を遡
る時、避けて通ることの出来ないもの、それ
が1940（昭和15）年９月11日に通達された
「部落会町内会等整備要領」（内務省訓令第17
号）である
1 ）
。「隣保団結ノ精神ニ基キ市町村内
住民ヲ組織結合シ万民翼賛ノ本旨ニ則リ地方
共同ノ任務ヲ遂行セシムル為左ノ要領ニ依リ
部落会町内会等ヲ整備セントス仍テ之ガ実績
ヲ挙グルニ努ムベシ」（原文は縦書き、旧漢字
は新漢字にて表記、以下同様）という前文で
始まり全二条、官報の紙面で一頁足らずの訓
令に基づき、地域社会を構成する中心組織と
しての部落会・町内会は国家体制に組み込ま
れた。敗戦後の1947（昭和22）年１月22日、
内務省訓令第４号
2 ）
によりこの要領は廃止、次
いで日本国憲法が施行された同年５月３日、
「政令第15号」により部落会・町内会には解
散措置が下された。戦争協力組織としての
レッテルを張られ、財産の処分や役職者の就
職禁止措置がなされた
3 ）
。
　福祉や医療の文脈で地域社会がとり上げら
れる場合、生活施設（収容施設）や病院が
持っている「全制的施設」
4 ）
の対極にあるもの
として描かれることが少なくない。「施設から
地域へ」「地域で自立した生活を営む」等々の
表現には、支援を受ける側である当事者が主
体的に日常生活を営むことができる場として、
地域社会への期待が込められ、その組織化に
ついて様々な議論がなされている
5 ）
。しかし、
地域社会を形成している歴史的地層には、国
家戦時体制下における地域社会の組織化とい
う事実がある。
　サンフランシスコ講和条約締結後の町内会
復活を巡る論争
6 ）
と町内会再評価
7 ）
、高度経済成
長期とその反省を背景とするコミュニティ形
成論
8 ）
、要支援当事者個人を中心として専門的
サービスの提供と地域住民による間接的支援
からなる「福祉コミュニティ論」
9）
、そして今
日、社会福祉法の基本理念にうたわれた「地
域における福祉の推進」
10）
へと至る道筋で、「部
落会町内会等整備要領」は常に亡霊のように
まとわりついてきた。この問題をどのように
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清算したら良いのか。本論においてこの整備
要領を地域社会の「負の遺産」とする所以で
ある。「生活全般にわたる支援」は、「全生活
上の管理」「地域社会の施設化」へと容易に転
化しうる
11）
。「負の遺産」を清算することは容易
ではない。しかし、少なくとも亡霊の姿は明
確にしておく必要がある。
Ⅱ　部落会町内会等整備要領を読む
　1940（昭和15）年９月11日、部落会町内会
等整備要領（内務省訓令第17号）が通達され
た
12）
。第１条でこの目的は以下のように記され
る。
第一　目的
一　隣保団結ノ精神ニ基キ市町村内住民ヲ組
織結合シ万民翼賛ノ本旨ニ則リ地方共同ノ
任務ヲ遂行セシムルコト
二　国民ノ道徳的錬成ト精神的団結ヲ図ルノ
基礎組織タラシムルコト
三　国策ヲ汎ク国民ニ透徹セシメ国政万般ノ
円滑ナル運用ニ資セシムルコト
四　国民経済生活ノ地域的統制単位トシテ統
制経済ノ運用ト国民生活ノ安定上必要ナル
機能ヲ発揮セシムルコト
　国家の戦時協力体制を地域社会の末端まで
浸透させ、住民一人一人に至るまで部落会及
び町内会という地域組織を用いて把握しよう
とする意図を、ここから読み取ることができ
る。日常生活としての地域社会は、国家戦時
体制の末端組織としての部落会・町内会とし
て再編成されることになったのである。
　次いで第二条の「組織」は、１．部落会町
内会の組織形態について、２．下部組織とし
ての隣保班について、３．市町村行政との関
係性について、という三項から構成されてい
る。全体を通じて、住民生活の末端にいたる
まで国策への協力体制が明確に示されている。
第二　組織
一　部落会町内会
（一）市町村ノ区域ヲ分チ村落ニハ部落
会、市街地ニハ町内会ヲ組織スルコト
（二）部落会及町内会ノ名称ハ適宜定ムル
コト
（三）部落会及町内会ハ区域内全戸ヲ以テ
組織スルコト
（四）部落会及町内会ハ部落又ハ町内住民
ヲ基礎トスル地域的組織タルト共ニ市
町村ノ補助的下部組織トスルコト
（五）部落会ノ区域ハ行政区其ノ他既存ノ
部落的団体ノ区域ヲ斟酌シ地域的共同
活動ヲ為スニ適当ナル区域トスルコト
（六）町内会ノ区域ハ原則トシテ都市ノ町
若ハ丁目又ハ行政区ノ区域ニ依ルコト
但シ土地ノ状況ニ応ジ必ズシモ其ノ区
域ニ依ラザルコトヲ得ルコト
（七）必要アルトキハ適当ナル区域ニ依リ
町内会連合会ヲ組織スルコトヲ得ルコ
ト
（八）部落会及町内会ニ会長ヲ置クコト会
長ノ選任ハ地方ノ事情ニ応ジ従来ノ慣
行ニ従ヒ部落又ハ町内住民ノ推薦其ノ
他適当ノ方法ニ依ルモ形式的ニハ少ク
トモ市町村長ニ於テ之ヲ選任乃至告示
スルコト
（九）部落会及町内会ハ必要ニ応ジ職員ヲ
置キ得ルコト
（十）部落会及町内会ニハ左ノ要領ニ依ル
常会ヲ設クルコト
（イ）部落常会及町内常会ハ会長ノ招集
ニ依リ全戸集会スルコト但シ区域内
隣保班代表者ヲ以テ区域内全戸ニ代
フルコトヲ得ルコト
（ロ）部落常会及町内常会ハ第一ノ目的
ヲ達成スル為物心両面ニ亘リ住民生
活各般ノ事項ヲ協議シ住民相互ノ教
化向上ヲ図ルコト
（ハ）部落会及町内会区域内ノ各種会合
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ハ成ルベク部落常会及町内常会ニ統
合スルコト
二　隣保班
（一）部落会及町内会ノ下ニ十戸内外ノ戸
数ヨリ成ル隣保班（名称適宜）ヲ組織
スルコト
（二）隣保班ノ組織ニ当リテハ五人組、十
人組等ノ旧慣中存重スベキモノハ成ル
ベク之ヲ採リ入ルルコト
（三）隣保班ハ部落会又ハ町内会ノ隣保実
行組織トスルコト
（四）隣保班ニハ代表者（名称適宜）ヲ置
クコト
（五）隣保班ノ常会ヲ開催スルコト
（六）必要アルトキハ隣保班ノ連合組織ヲ
設クルコトヲ得ルコト
三　市町村常会
（一）市町村（六大都市ニ在リテハ区以下
同ジ）ニ市町村常会（六大都市ノ区ニ
在リテハ区常会以下同ジ）ヲ設置スル
コト
（二）市町村常会ハ市町村長（六大都市ノ
区ニ在リテハ区長）ヲ中心トシ部落会
長、町内会長又ハ町内会連合会長及市
町村内各種団体代表者其ノ他適当ナル
者ヲ以テ組織スルコト
（三）市町村常会ハ市町村内ニ於ケル各種
行政ノ総合的運営ヲ図リ其ノ他第一ノ
目的ヲ達成スル為必要ナル各般ノ事項
ヲ協議スルコト
（四）市町村ニ於ケル各種委員会等ハ成ル
ベク市町村常会ニ統合スルコト
　以上が第二条の全文である。ここで着目す
べき点を条項に沿って示すと次のようになる。
①　農村部に部落会、都市部に町内会とい
う名称を与えていること。
②　一定区域の居住世帯全てを組織してい
ること。
③　市町村といった自治体の下部組織とし
て部落会・町内会を明確に位置付けてい
ること。
④　部落会・町内会ともに行政区域を前提
としているものの、それ以外に勘案する
要因として、前者では「地域的共同活動」
が、後者では「土地の状況」といった表
現から理解できるように、農村部と都市
部それぞれの社会構造上の違いを考慮し
たものになっていること。
⑤　部落会長・町内会長選任にあたっては
地元の意向のみならず、所属する自治体
の長による意向が反映されること。
⑥　区域内にある各種団体は部落会・町内
会に統合すること。
⑦　部落会・町内会の下部組織としての隣
保班が置かれ、生活の隅々までの管理体
制が意図されていること。ただし、「旧慣
中存重スベキモノハ成ルベク之ヲ採リ入
ルルコト」と記されているように、必ず
しも伝統的組織をそのまま組み込もうと
するものではないこと。
　このようにして、農村部と都市部との差は
あるものの、国家戦時体制の末端組織として
部落会・町内会は組織され、生活全般への管
理手段として地域社会は位置づけられた。そ
して部落会・町内会は、地域社会運営にあ
たっての長い歴史をそのまま背景としている
のではなく、戦時体制という歴史の局面にお
いて整備・形式化されたものとして理解され
るべきものである。
Ⅲ　まとめ
　以上が部落会町内会等整備要領の全文、及
びその要領についての解題である。本要領に
ついてはしばしば言及されるものの、第一次
資料としての「官報」を直接参照し、その全
文について解題を試みるという作業は、これ
まで1950年に公刊された自治大学校によって
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編集された「教科書」に収録されたもの以外
には存在していない。しかも、その解題が収
録されているテキストを容易に入手すること
はできない。地域社会を研究する者であれば
誰もが知っているものであるにもかかわら
ず、整備要領そのものについて言及すること
はほとんどなかった。第一次資料の所在場所
を明示し、こうした解題作業を行わなければ
ならない意義がここにある。
　全ての地域社会が、この訓令に従って組織
化されたのか否かについては検証の余地があ
る
13）
。また、こうした戦時体制下の課題に基づ
いて行われた部落会町内会の組織化・制度化
を、地域社会の「1940年体制」
14）
としてとらえ
直し、地域社会運営の連続性として今日に至
るまでの意義について考察する必要もある。
しかし、ポツダム宣言受諾による戦後処理の
一環として、こうした地域社会の組織化のあ
り方が、「負の遺産」として位置づけられて
いる歴史上の事実を拭い去ることは出来な
い。今日における地域社会への安易な期待の
戒めのため、「部落会町内会等整備要領」は
読み込まれなければならない。
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